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１ 令和元年第２回神奈川県議会定例会（６月12日提案分）提出議案件数調 

 

(1) 予  算 

区      分 件  数 

一  般  会  計 １

特  別  会  計 －

企  業  会  計 －

合      計 １

 

(2) 条例その他 

区     分 件  数 

条 例 の 制 定 １

条 例 の 改 正 １５

特 定 事 業 契 約 の 変 更 ２

動 産 の 取 得 ２

指 定 管 理 者 の 指 定 ５

市 負 担 金 １

そ の 他 １

合      計 ２７

 

２ 令和元年度６月補正予算会計別集計表 

                      （単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 今回補正額 合 計 額 

一 般 会 計 1,830,724,000 25,203,600 1,855,927,600

特 別 会 計 2,071,980,396 － 2,071,980,396

企 業 会 計 113,662,639 － 113,662,639

合   計 4,016,367,035 25,203,600 4,041,570,635

 

（参考） 前年度（平成30年度）の状況                     （単位 千円） 

会 計 別 前回までの累計額 ６月補正額 合 計 額 

一 般 会 計 1,832,888,000 － 1,832,888,000

特 別 会 計 2,037,189,752 － 2,037,189,752

企 業 会 計 117,376,433 － 117,376,433

合   計 3,987,454,185 － 3,987,454,185
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 (1)　令和元年度神奈川県一般会計６月補正予算局別財源調書

国庫支出金
分担金及
び負担金

使用料及
び手数料

財産収入

政 策 局 39,988 10,000

総 務 局 126,056

く ら し 安 全 防 災 局

国 際 文 化 観 光 局 132,243 19,135

ス ポ ー ツ 局 48,795

環 境 農 政 局 719,065 181,245 3,093

福 祉 子 ど も み ら い 局 206,172 67,574 16,749

健 康 医 療 局 93,073 9,162

産 業 労 働 局 333,155 131,130 262

県 土 整 備 局 23,460,297 4,381,348

会 計 局

各 局 委 員 会

教 育 委 員 会 44,756 3,492

警 察 本 部

小　　　　　　計 25,203,600 4,803,086 19,842 262

局　　　　　別 予　算　額

25,203,600合　　　　　計

　　　　　　　　　　　　財　　　　　　　　　　源

26219,8424,803,086
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（単位　千円）

寄附金 繰入金 諸収入 県  債 一般財源

29,988

126,056

113,108

13,000 35,795

1,000 97,350 46,600 175,000 214,777

121,849

12,623 16,530 54,758

25,000 176,763

17,800 15,113,000 3,948,149

64 41,200

1,000 109,973 80,994 15,326,000 4,862,443

県税 4,765,093

地方譲与税 97,350
15,326,000 4,862,443

備　　　考
　　　　　　内　　　　　　　　　訳

1,000 109,973 80,994
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３ 令和元年度一般会計６月補正予算の主な内容 

 

当初予算（骨格予算）に対する肉付けを行うことにより、「持続可能な

神奈川」を更に進化・発展させるとともに、「未来社会創造」につながる

施策をスタートさせるため、補正予算措置を講ずる。 

 

(1)  健康長寿 

ア 未病改善プロモーション事業費            29,293千円 

  イ ヘルスケア社会システム推進事業費          9,571千円 

  ウ コミュニティ再生・活性化推進事業費         3,504千円 

  エ 在宅高齢者等救急医療体制構築推進費         2,623千円 

  オ 妊孕性温存治療費補助                5,750千円 

  カ がん専門相談事業費                 1,516千円 

  キ 若年性認知症対策総合推進事業費           3,050千円 

  ク 医療的ケア児の通学支援など 

障がい児・者の地域生活を支える新たな取組み     6,292千円 

  ケ 「ともに生きる社会かながわ憲章」の更なる普及    39,500千円 

 

(2)  経済のエンジン 

  ア かながわスマートエネルギー計画の推進       100,000千円 

  イ ベンチャー創出・育成拠点の設置によるイノベーションの促進 

125,041千円 

  ウ 中小企業・小規模企業経営の未病改善の更なる推進  101,994千円 

  エ 本庁舎イルミネーション化推進費            60,215千円 

  オ 里地里山保全等促進事業費              3,550千円 

  カ スマート農業試験研究費               8,800千円 

  キ 酪農活性化推進事業費                     2,717千円 

  ク 豚コレラの発生・拡大を予防する取組み           38,928千円 

 

(3)  安全・安心 

    災害に強いまちづくり                7,141,754千円 
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(4)  ひとのチカラ 

  ア ＳＮＳを活用した相談事業の取組み          54,712千円 

  イ 高校生世代自立支援事業費                  6,348千円 

  ウ 社会教育施設等長寿命化・収蔵総合対策費          19,543千円 

  エ 入院生徒教育支援体制整備研究事業費          3,492千円 

  オ マグネット・カルチャーにおける共生共創の取組みの拡充 

23,814千円 

カ 舞台芸術活動の推進に向けた取組み                24,004千円 

  キ バリアフリービーチに向けた取組み【債務負担行為の設定】 

補正額 18,074千円 

限度額 24,000千円 

  ク パラリンピック聖火フェスティバルに向けた取組み    7,581千円 

 

(5)  まちづくり 

  ア ＳＤＧｓつながりポイント事業費               20,000千円 

  イ 外国人との共生のための取組み                  9,210千円 

  ウ 地域ぐるみ鳥獣被害対策推進費                1,496千円 

  エ プラスチックごみ削減推進事業費                   9,704千円 

  オ 森林環境譲与税における県の取組み            97,350千円 

  カ かながわペットのいのち基金推進事業費            10,000千円 

  キ 幹線道路網の整備                            13,263,443千円 
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　４　令和元年度一般会計６月補正予算地方債について

千円 千円 千円 千円 千円

(118,254,796)
-                       53,609,000    115,747,730  

(1,427,764,985) (1,377,479,936) 〔0〕 (1,328,160,140)

15,326,000    -                  
(118,254,796)

68,935,000    115,747,730  
(2,484,772)

930,000        2,943,636      
(34,407,358) (32,053,914) (30,499,142)

37,788,314 -                  -                  
(2,484,772)

930,000        2,943,636      
(1,131,023)

861,000        1,146,328      
(20,550,278) (20,682,198) (20,412,175)

-                  -                  
(1,131,023)

861,000        1,146,328      
(646,595)

-                  1,196,555      
(8,704,165) (8,202,845) (7,556,250)

-                  -                  
(646,595)

-                  1,196,555      
(8,369,728)

2,093,000      7,092,703      
(93,055,795) (87,089,685) (80,924,957)

112,000        -                  
(8,369,728)

2,205,000      7,092,703      
(81,838,257)

22,457,000    81,228,707    
(952,638,414) (907,526,728) (863,258,471)

15,113,000    -                  
(81,838,257)

37,570,000    81,228,707    
(4,260,070)

3,874,000      3,858,810      
(58,082,887) (63,013,515) (62,627,445)

-                  -                  
(4,260,070)

3,874,000      3,858,810      
(8,898,723)

18,200,000    6,381,768      
(127,754,767) (133,202,176) (142,503,453)

-                  -                  
(8,898,723)

18,200,000    6,381,768      
(10,625,628)

5,194,000      11,899,223    
(132,571,321) (125,708,875) (120,378,247)

101,000        -                  
(10,625,628)

5,295,000      11,899,223    

1,067,369,905  

99,792,517      

9,030,225        

22,415,675      

158,885,303 147,467,076

74,404,320      

計

補　正　額

1,111,028,612

35,774,678      

140,862,853    

167,665,503    

69,344,655 74,389,130

152,551,973 155,847,271

39,766,667
補　正　額

補正前の額

補正前の額

計

計

当 該 年 度 末
現在高見込額

前 前 年 度 末
現 在 高

区      　　　　  分
当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

前年度末現在
高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

補正前の額

補　正　額

計

補　正　額

補正前の額

補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

補正前の額

1,150,557,701

補正前の額

補　正　額

計

補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

補正前の額

計

(5)

(4)

警 察

23,191,693 22,701,003

10,373,740

土 木

10,226,780

109,652,251 104,680,220

計

1,714,323,983

(7)

(8) そ の 他

教 育

(1)

(2)

(3)

(6)

【予算に関する説明書　38～39頁】

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

1,664,128,406

農 林 水 産

労 働

衛 生

民 生

普 通 債１
1,617,315,676  
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千円 千円 千円 千円 千円

(60,907)
-                       201,000        39,787          

(799,398) (1,044,142) 〔0〕 (1,184,235)

-                 -                 
(60,907)

201,000        39,787          
(27,908)

96,000          11,528          
(390,217) (525,091) (593,183)

-                 -                 
(27,908)

96,000           11,528          
(32,999)

105,000        28,259          
(409,181) (519,051) (591,052)

-                 -                 
(32,999)

105,000        28,259          
(144,758,447)

105,000,000   107,401,647   
(2,077,643,286) (2,072,730,248) (2,032,971,801)

-                 -                 
(144,758,447)

105,000,000   107,401,647   
(11,156,425)

-                 5,079,535      
(123,532,859) (112,278,804) (101,122,379)

-                 -                 
(11,156,425)

-                 5,079,535      
(2,023,450)

-                 -                 
(18,395,000) (17,383,275) (15,359,825)

-                 -                 
(2,023,450)

-                 -                 
(4,648,980)

-                 11,639,160    
(73,875,170) (69,128,470) (64,479,490)

-                 -                 
(4,648,980)

-                 11,639,160    
(126,919,955)

105,000,000   90,673,315    
(1,861,742,979) (1,873,850,604) (1,851,930,649)

-                 -                 
(126,919,955)

105,000,000   90,673,315    
(9,637)

-                 9,637            
(97,278) (89,095) (79,458)

-                 -                 
(9,637)

-                 9,637            
(263,074,150)

158,810,000   223,189,164   

15,326,000     -                 
(263,074,150)

174,136,000   223,189,164   

備考 １ １普通債　(5)土木 の当該年度末現在高見込額 1,067,369,905千円には県営住宅管理事業会計で償還する

2,845,000千円（令和元年度公営住宅整備事業費充当分）を含む。

２ （　）は満期一括償還に係る積立額を元金償還見込額に含めた額を示す。

３ １普通債　(1)民生 の現在高及び現在高見込額には平成29年度以前に計上した県民債の一部を含む。

４ ３その他　(5)枠外債 の現在高及び現在高見込額には平成30年度以前に農業改良資金会計において計上し

た枠外債を含む。

97,278

(3,362,316,176)

計

補　正　額
79,458            

土 木

(3) 減 収 補  債

4,073,996,9584,123,050,122

補　正　額

-                       

(3,451,254,326)

計

(3,506,207,669)

枠 外 債

そ の 他３

(5)

(2) 臨時税収補 債

(4) 臨時財政対策債

4,117,328,013

２

補正前の額

(1) 減 税 補  債

(1)

(2)

災 害 復 旧 債

89,095

補正前の額

補正前の額

補　正　額

補正前の額

補　正　額

補正前の額

計

補　正　額

計

補正前の額

計

補　正　額

補正前の額

補正前の額

計

補　正　額

計

補正前の額

区      　　　　  分
当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

前年度末現在
高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

863,598 1,053,472

農 林 水 産

当 該 年 度 末
現在高見込額

前 前 年 度 末
現 在 高

計

補　正　額

補正前の額

393,217 528,811
補　正　額

470,381 524,661

2,402,140,432 2,457,868,244

合   　　　　　　     計

1,214,685        

2,455,466,597  

601,402          

613,283          

148,411,355     162,103,410

83,762,000 76,916,920

153,490,890

18,395,000 18,395,000

65,277,760      

計

補　正　額
2,137,782,744 2,208,976,339 2,223,303,024  

計

18,395,000      

- 7 -



【予算に関する説明書 14頁】 

 

５ ＳＤＧｓの推進に向けた取組みについて【政策局関係】 

 

２款 総務費  １項 政策費 

 

○新  ＳＤＧｓ推進事業費 

 

 (1) 目的 

   ＳＤＧｓの達成を図るため、多様な主体の「想い」をつなぎ、地域の

社会的課題の解決に向けた取組みに対する行動とＳＤＧｓの自分事化を

後押しする。 

 

 (2) 内容 

ＳＤＧｓの達成を図るため、ビーチクリーン運動など、地域の社会的

課題の解決に向けた取組みに参加した方に「ＳＤＧｓつながりポイント」

を付与し、その「想い」に賛同する企業や店舗でポイントを利用しても

らう仕組みを構築することにより、多様な主体の「想い」をつなぎ、行

動を後押しする。 

 

 (3) 予算額  20,000千円 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

６ 未来社会創造につながる取組みについて【政策局関係】 

 

２款 総務費  １項 政策費 

 

○新  未来社会創造推進事業費 

 

 (1) 目的 

   高齢化の進展などにより顕在化している様々な課題に対応するため、

市町村や民間等と連携して、最新・最先端技術の社会実装やコミュニ

ティの再生・活性化など、神奈川の未来社会創造につながる取組みを

推進する。 

 

 (2) 内容 

   ア ドローン前提社会推進事業費 

ドローン前提社会の実現に向けて、課題解決の提案や関係者間の調

整等を行うため、市町村や民間事業者と連携して「神奈川ドローン実

証ネットワーク」（仮称）を構築するとともに、社会課題解決に向け

たモデル事業の推進や、普及啓発を行う。 

イ コミュニティ再生・活性化推進事業費 

コミュニティの再生・活性化を図るため、市町村や関係団体等と情

報共有する場を設置し、テクノロジーの導入を含めた実践への仕掛け

や気づき等をフィードバックするとともに、優良事例を集約した事例

集を作成し、共有する。さらに、最前線で活躍する団体や個人にスポ

ットライトをあて、コミュニティ再生・活性化の更なる推進を図る。 

  ウ ナッジ推進事業費 

事業をより効果的に展開するため、従来の政策手法を補完する新た

な手法として、県民が、自発的に「してみたくなる」ような行動変容

を促す「ナッジ」を活用する。 

 

 (3) 予算額  10,417千円 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

７ ヘルスケア・ニューフロンティアの推進に向けた取組みについて【政策

局関係】 

 

２款 総務費  １項 政策費 

 

○新  未病産業推進事業費 

 

 (1) 目的 

   新たなヘルスケア社会システムの構築に向け、課題解決において高い

成果が期待できる未病関連商品・サービスの県や市町村による積極的な

活用を促進する。 

 

 (2) 内容 

 神奈川ＭＥ－ＢＹＯリビングラボなどの未病関連商品・サービスの社

会実装を促進する関連施策と連携し、成果連動型事業の導入に向けた調

査・検討を行う。 

 

 (3) 予算額  9,571千円 
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【議案（条例その他 その３）２～３頁 定県第57号議案】 

 

８ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営

利活動法人等を定める条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人を新たに加えるなど、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

   個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人として、１法人を新たに加えるほか、２法人について、控除対象

期間を更新するなど、所要の規定の整備を行う。（別表関係） 

 

 (3) 施行期日 

   令和元年８月１日。ただし、新たに指定する法人については、公布の

日。 
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【議案（条例その他 その３）４頁 定県第58号議案】 

 

９ 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

市町村への権限移譲に関する地方自治法第252条の17の２の規定に基

づく市町村との協議の結果等により、市町村が処理する事務の範囲等に

ついて、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

神奈川県動物の愛護及び管理に関する条例の一部改正に伴う改正 

［１項目］ 

   多頭飼養の届出の受理等に係る事務を横須賀市、藤沢市及び茅ケ崎市

に移譲するもの 

 

(3) 施行期日 

令和元年10月１日 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

10 データ利活用手法の検討について【総務局関係】 

 

２款 総務費  ６項 総務管理費 

 

○新  データ利活用手法検討事業費 

 

 (1) 目的 

   ニーズに応じた質の高い県民サービスを提供する。 

 

 (2) 内容 

 新たに設置したＣＤＯ（データ統括責任者）の下で、多様なデータの

利活用のあり方について、専門家の意見を聴きながら、幅広く検討を行

う。 

 

 (3) 予算額  1,444千円 
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【予算に関する説明書 14頁】 

 

11 コンピュータセンターの整備について【総務局関係】 

 

２款 総務費  ６項 総務管理費 

 

○新  コンピュータセンター整備費 

 

 (1) 目的 

   現コンピュータセンターの契約期間が終了するため、次期コンピュー

タセンターの整備を行う。 

 

 (2) 内容 

 コンピュータセンターの整備を行う。 

 

 (3) 予算額  124,612千円 
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【予算に関する説明書　35頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 190,459

4,924,837

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳

特
定
財
源

5,115,296
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和７年度

12　令和元年度一般会計６月補正予算債務負担行為について【総務局関係】

コンピュータセン
ター整備運営費

5,115,296

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
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【議案（条例その他 その３）５頁 定県第59号議案】 

 

13 神奈川県手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、手数料

の額を改定するため、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、手数料の額

を改定する。（別表の２ くらし安全防災局関係、別表の６ 健康医療

局関係、別表の８ 県土整備局関係、別表の10 公安委員会関係） 

     

 (3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

   (ｱ) この条例の施行の際現に申請書等の受理をしているものに係る手

数料（ただし、猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習手数料を

除く。）については、なお従前の例による。 

   (ｲ) 猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習手数料に係る改正規定に

ついては、令和元年11月１日以後に実施する講習について適用し、

同日前に実施する講習については、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他 その３）６～20頁 定県第60号議案】 

 

14 神奈川県県税条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   地方税法の一部改正等に伴い、法人の事業税の税率や自家用乗用車に

係る自動車税種別割の税率を見直すなど、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

  ア 令和元年10月１日施行の改正 

   (ｱ) 法人事業税関係 

    ａ 特別法人事業税の創設に伴う税率引下げ 

法人事業税の一部を国税化して特別法人事業税が創設される

ことに伴い、地方税法に定める法人事業税の標準税率が引き下

げられることから、県税条例に定める法人事業税の本則税率を

同様に引き下げる。（第18条及び附則第14項関係） 

    ｂ 超過税率の改正 

ａの改正に伴い、本県で実施している超過課税の税率につい

て、法人の負担に変動が生じないよう見直しを行う。（附則第

15項～第19項関係） 

   (ｲ) 自動車税関係 

    ａ 種別割の税率引下げ 

令和元年10月１日以後に初回新規登録を行った自家用乗用車 

に係る種別割の標準税率が引き下げられることから、県税条例

に定める税率を同様に引き下げる。（第56条関係） 

合わせて、令和元年９月末までに初回新規登録を行った自家

用乗用車について、現行と同率で種別割を課すことができるよ

う規定を整備する。（附則第35項、第36項及び第40項関係） 

    ｂ 種別割のグリーン化特例に係る規定の整備 

燃費性能等の優れた自動車の税率を軽減し、一定年数を経過

した自動車の税率を重くする特例措置（グリーン化特例）につ

いて、現行の自動車税において講じている措置と同様の措置を

講ずるよう規定の整備を行う。（附則第29項～第34項及び附則

第37項～第40項関係） 
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  イ 令和３年４月１日施行の改正 

   (ｱ) 自動車税種別割におけるグリーン化特例（軽課）の延長 

     自家用乗用車等に係る自動車税種別割のグリーン化特例（軽課）

の対象となる自動車を、電気自動車等に限定した上で２年延長する。

（附則第34項関係） 

   (ｲ) 適用期間が経過した自動車税種別割のグリーン化特例に関する規

定を削除する。（附則第38項及び第39項関係） 

  ウ その他所要の規定の整備を行う。（第57条並びに附則第７項、第８

項、第16項、第27項、第31項、第33項、第34項及び第37項関係） 

 

 (3) 施行期日 

   令和元年10月１日。ただし、(2)イは令和３年４月１日、(2)ウは公布

の日。 

 

  （参考） 法人事業税の主な税率区分における改正案        （単位 ％） 

区 分 
改正前 改正案 

本則税率 超過税率 本則税率 超過税率

資本金１億円超の普通法人 

（年800万円超の所得） 
3.6 3.78

1 

(2.6)

1.18 

(2.6)

資本金１億円以下の普通法人等 

（年800万円超の所得） 
9.6 10.08

7

(2.59)

7.42 

(2.59)

収入金額課税法人 1.3 1.365
1

(0.3)

1.06 

(0.3)

   備考 （ ）内には特別法人事業税の税率を法人事業税の税率に換算して記載 

      

（本則税率の
 ５％増し）

（本則税率の
 18％増し）

（本則税率の
 ５％増し）

（本則税率の
 ６％増し）

（本則税率の
 ５％増し）

（本則税率の
 ６％増し）
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【議案（条例その他 その３）21頁 定県第61号議案】 

 

15 過疎地域における県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例

の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   過疎地域自立促進特別措置法第三十一条の地方税の課税免除又は不均

一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令の一部が改正され、

特別償却設備を新増設した者に対して地方税の課税免除を行った場合の

減収補填措置の期間が延長されたことに伴い、所要の改正を行うもので

ある。 

 

 (2) 改正の内容 

課税免除の対象となる特別償却設備の新増設の期限を、令和３年３月

31日まで２年延長する。（第２条関係） 

 

 (3) 施行期日等 

   公布の日から施行し、平成31年４月１日から適用する。 
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【議案（条例その他 その３）22頁 定県第62号議案】 

 

16 神奈川県地震災害対策推進条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

平成30年度に行った条例の見直しに伴い、災害対策基本法との用語の

整合を図るため、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

災害対策基本法との整合を踏まえ、「災害時要援護者」を「要配慮者」

に改めるなど、所要の改正を行う。 

 

(3) 施行期日 

公布の日 
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【議案（条例その他 その３）23頁 定県第63号議案】 

 

17 神奈川県消防法関係手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨  

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、危険物

取扱者試験手数料の額を改定するため、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、危険物取扱

者試験手数料の額を改定する。（別表関係） 

 

(3) 施行期日 

令和元年10月１日 
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【議案（条例その他 その３）24頁 定県第64号議案】 

 

18 神奈川県火薬類取締法関係手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、火薬類

製造保安責任者又は火薬類取扱保安責任者の試験手数料の額を改定する

ため、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、火薬類製造

保安責任者又は火薬類取扱保安責任者の試験手数料の額を改定する。

（別表関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際現に受験願書を受理しているものに係る手数料

については、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他 その３）25頁 定県第65号議案】 

 

19 神奈川県高圧ガス保安法関係手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、高圧ガ

ス製造保安責任者試験手数料及び高圧ガス販売主任者試験手数料の額を

改定するため、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、高圧ガス製

造保安責任者試験手数料及び高圧ガス販売主任者試験手数料の額を改定

する。（別表関係）  

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際現に受験願書を受理しているものに係る手数料

については、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他 その３）26頁 定県第66号議案】 

 

20 神奈川県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係

手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、液化石

油ガス設備士試験手数料の額を改定するため、所要の改正を行うもので

ある。 

 

(2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、液化石油ガ

ス設備士試験手数料の額を改定する。（別表関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際現に受験願書を受理しているものに係る手数料

については、なお従前の例による。 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

21 外国人との共生のための取組みについて【国際文化観光局関係】 

 

２款 総務費  ９項 国際文化観光費 

 

○新  地域国際化推進費 

 

(1) 目的 

今後見込まれる外国人の増加に向け、外国籍県民や来県外国人が安

全・安心に過ごすことができる環境をつくる。 

 

(2) 内容 

   「多言語支援センターかながわ」における対応言語の増加等の機能拡

充に伴う広報の強化等を行うとともに、県内における外国籍県民の日本

語教育環境を強化するため、地域における日本語教育のニーズ等の実態

調査を実施し、地域日本語教育の総合的な体制づくりのための推進計画

を策定する。 

 

(3) 予算額   9,210千円 

 

一部
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

22 マグネット・カルチャーの推進について【国際文化観光局関係】 

 

２款 総務費  ９項 国際文化観光費 

 

 マグネット・カルチャー推進事業費 

 

(1) 目的 

   ラグビーワールドカップ2019 や東京2020オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の機会を捉え、神奈川発の魅力的なコンテンツの創出と発

信を行い、そうしたコンテンツの担い手となる人材を育成するとともに、

地域のにぎわいを創出する。 

 

(2) 内容 

「ともに生きる社会かながわ憲章」の普及に寄与し、誰もが芸術文化

活動に参加できる場を創るため、ＮＰＯ等と連携し、障がい者や高齢

者が参加する県にゆかりのある舞台公演等を実施する。また、県民に

良質な舞台演劇の鑑賞・参加の機会を提供するため、ノンバーバル舞

踊の記念公演に取り組むとともに、短編演劇の全国大会を事業の再構

築の上、実施する。 

 

(3) 予算額  46,214千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

23 青少年の舞台芸術活動の推進について【国際文化観光局関係】 

 

２款 総務費   ９項 国際文化観光費 

 

 青少年舞台芸術活動推進事業費 

 

(1) 目的 

かながわの青少年の豊かな人間性を育むために、青少年自らが取り組

む舞台芸術創造活動を推進する。 

 

(2) 内容 

 青少年センターで実施する演劇講習会等の講師陣の充実を図るほか、

舞台美術など新しい分野の講座等を行う。 

 

(3) 予算額  1,604千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 27 -



 

【予算に関する説明書 15頁】 

 

24 外国人観光客等の受入環境整備の強化及び誘致の取組みについて【国際

文化観光局関係】 

 

２款 総務費   ９項 国際文化観光費 

 

○新  外国人観光客誘致促進事業費 

 

(1) 目的 

ラグビーワールドカップ2019 及び東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会に向け、増加する外国人観光客等の受入環境を整備する

ほか、横浜市と連携して、日本大通り周辺のにぎわいづくりやナイトタ

イムにおける観光誘客につなげる。 

 

(2) 内容 

ア 外国人観光客受入環境整備費補助 

民間事業者が行う外国語表記の案内板、Ｗｉ－Ｆｉ環境、トイレの

洋式化の整備等に対する補助金について、当初予算額を上回る補助要

望が想定されることから、補助枠を拡大する。  

イ 本庁舎イルミネーション化推進費 

本庁舎について、彩り豊かなライトアップを実施するため、色彩を

自在に変化させることが可能なＬＥＤ機器を整備する。 

 

(3)  予算額  75,215千円 

 

一部
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【予算に関する説明書　35頁】

　関係】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 2,470

521,512

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳

特
定
財
源

523,982
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和６年度

25　令和元年度一般会計６月補正予算債務負担行為について【国際文化観光局

かながわアート
ホール指定管理費

523,982

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
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【議案（条例その他 その３）37頁 定県第76号議案】 

 

26 かながわアートホールの指定管理者の指定の概要 

 

(1) 指定の趣旨 

神奈川県立かながわアートホール条例第３条の規定に基づき、指定管

理者を指定するものである。 

 

(2) 指定の内容 

  ア 施設の名称       かながわアートホール 

  イ 指定管理者 

     (ｱ) 名称         公益財団法人神奈川フィルハーモニー 

管弦楽団グループ 

     (ｲ) 主たる事務所の所在地 横浜市中区元浜町二丁目13番地 

    ウ 指定期間        令和２年４月１日から 

令和７年３月31日まで 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

27 バリアフリービーチに向けた取組みについて【スポーツ局関係】 

 

   ２款 総務費  10項 スポーツ費 

 

○新  かながわパラスポーツ推進事業費 

 

(1) 目的 

「かながわパラスポーツ」を推進し、「ともに生きる社会かながわ」

につなげていくため、鎌倉海岸（由比ガ浜）を地元の自治体や民間団体

等と協働して、車いすを利用する方などが気軽に海に触れて、マリンス

ポーツを楽しむことができる「バリアフリービーチ」とする。 

 

(2) 内容 

マリンスポーツやイベント等で活用するため、砂浜から海まで車いす

で移動できるビーチ用マットを購入するとともに、護岸上の歩道から砂

浜まで車いすで円滑に移動できるよう、勾配の緩やかなスロープを設置

する。 

 

(3) 予算額  18,074千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

28 パラリンピック聖火フェスティバルに向けた取組みについて【スポーツ

局関係】 

 

   ２款 総務費  10項 スポーツ費 

 

○新  オリンピック・パラリンピック推進事業費 

 

(1) 目的 

東京2020パラリンピック競技大会の機運醸成と、「ともに生きる社会

かながわ」につなげていくため、パラリンピック聖火フェスティバルを

実施する。 

 

(2) 内容 

県内で開催するパラリンピック聖火フェスティバルの実施計画を作成

する。 

 

(3) 予算額  7,581千円 
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【予算に関する説明書 15頁】 

 

29 2019年の湘南港既存艇移動に関する取組みについて【スポーツ局関係】 

 

   ２款 総務費  10項 スポーツ費 

 

     セーリング競技開催準備費    

 

(1) 目的 

   セーリングワールドカップシリーズ江の島大会2019の開催を支援する。 

 

(2) 内容 

湘南港に保管されている既存艇の移動等に対する負担金について、移

動する艇の増加に伴い増額する。 

 

(3) 予算額  23,140千円 
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【予算に関する説明書　35頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 21,000

そ の 他 －

3,000

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 130

89,487

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 9,170

140,980

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 5,340

86,649

24,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額 一般財源

令和元年度
～

令和６年度
89,617

一般財源

西湘地区体育セン
ター指定管理費

89,617

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

令和元年度
～

令和２年度
24,000

バリアフリービー
チ推進事業費

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

左 の 財 源 内 訳

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和６年度

150,150
一般財源

令和元年度
～

令和６年度

30　令和元年度一般会計６月補正予算債務負担行為について【スポーツ局関係】

武道館指定管理費 150,150

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

91,989
一般財源

スポーツ会館指定
管理費

91,989

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源
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【議案（条例その他 その３）38頁 定県第77号議案】 

 

31 西湘地区体育センターの指定管理者の指定の概要 

 

(1)  指定の趣旨 

神奈川県立体育センター及び神奈川県立西湘地区体育センターに関す

る条例第６条の規定に基づき、指定管理者を指定するものである。 

 

(2)  指定の内容 

ア 施設の名称       西湘地区体育センター 

イ 指定管理者 

(ｱ) 名称         ＢＳＣ・三洋装備グループ 

   (ｲ)  主たる事務所の所在地 横浜市南区宿町２番36号 

  ウ 指定期間        令和２年４月１日から 

令和７年３月31日まで 

 

 

 

【議案（条例その他 その３）39頁 定県第78号議案】 

 

32 武道館の指定管理者の指定の概要 

 

(1)  指定の趣旨 

神奈川県立武道館条例第５条の規定に基づき、指定管理者を指定する

ものである。 

 

(2)  指定の内容 

ア 施設の名称       武道館 

イ 指定管理者 

   (ｱ) 名称         シンコースポーツ株式会社 

   (ｲ)  主たる事務所の所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目１番 

１号 

  ウ 指定期間        令和２年４月１日から 

令和７年３月31日まで 
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【議案（条例その他 その３）40頁 定県第79号議案】 

 

33 スポーツ会館の指定管理者の指定の概要 

 

(1)  指定の趣旨 

神奈川県立スポーツ会館条例第５条の規定に基づき、指定管理者を指

定するものである。 

 

(2)  指定の内容 

ア 施設の名称       スポーツ会館 

イ 指定管理者 

(ｱ)  名称         公益財団法人神奈川県体育協会 

(ｲ)  主たる事務所の所在地 横浜市神奈川区三ツ沢西町３番１号 

  ウ 指定期間        令和２年４月１日から 

令和７年３月31日まで 
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34　令和元年度６月補正予算公共事業等の内容【環境農政局関係】

（単位　千円、％）

Ａ Ｂ Ｃ

○ 緑地保全 【予算に関する説明書　17頁】
・古都及び緑地保全事業費………鎌倉市二階堂ほか１箇所

○ 自然公園 【予算に関する説明書　17頁】
・自然公園施設整備費……………足柄上郡山北町玄倉ほか２箇所

○ 土地改良 【予算に関する説明書　25頁】
・農業水利施設予防保全事業費…相模原市中央区田名ほか１箇所
・農村振興整備事業費……………横浜市戸塚区俣野町ほか１箇所
・農道整備事業費…………………小田原市米神ほか１箇所
・土地改良基幹施設整備事業費…三浦市初声町下宮田
・農業用排水路整備事業費………小田原市鴨宮
・農業用施設防災対策事業費……伊勢原市下糟屋

○ 林業 【予算に関する説明書　26頁】
・林道改良事業費…………………相模原市緑区鳥屋

○ 治山 【予算に関する説明書　26頁】
・治山事業費………………………三浦市向ヶ崎町ほか１箇所

○ 漁港 【予算に関する説明書　27頁】
・県営漁港整備事業費……………三浦市三崎ほか３箇所

（事業内容）

7,414,443     

漁 港

98.3

86.8

283,400       

334,664       293,703       40,961        

250,998       

96.1

100.0

6,957,180     457,263       

35,167        

33,226        

936,679       

1,781,373     

緑 地 保 全

６月現計予算額当初予算額 ６月補正予算額

64,870        258,496       

区 分

193,626       

令 和 元 年 度

自 然 公 園

土 地 改 良

治 山

林 業

環 境 農 政 局 計

災 害 復 旧

1,848,580     

283,400       －            

971,846       

1,814,599     

1,651,860     

2,099,578     

1,619,819     32,041        

元年度／30年度

105.7

81.4

99.6

108.1

６月現計
予算額比
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【予算に関する説明書 17頁】 

 

35 プラスチックごみの削減推進について【環境農政局関係】 

 

３款 環境費  ２項 環境保全対策費 

 

○新  プラスチックごみ削減推進事業費 

 

(1) 目的 

「かながわプラごみゼロ宣言」に基づき、リサイクルされない、廃棄

されるプラスチックごみの削減を推進する。 

 

(2) 内容 

スポーツチーム等と連携したごみ回収イベントや、そこで回収したペッ

トボトルを原料としたオリジナルグッズの作製など、普及啓発を行う。 

 

(3) 予算額  9,704千円 
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【予算に関する説明書 17頁】 

 

36 地域ぐるみの鳥獣被害対策の推進について【環境農政局関係】 

 

３款 環境費  ３項 自然保護費 

 

○新   鳥獣被害対策支援費 

 

(1) 目的 

鳥獣の出没把握の省力化と効率化を図る。 

 

(2) 内容 

ドローン等を使用して撮影された野生動物の画像のＡＩによる識別を

実施する。 

 

(3) 予算額  1,496千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 24頁】 

 

37 農山漁村での所得向上等を図る農泊の推進について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  １項 農業費 

 

農業農村活性化推進事業費 

 

(1) 目的 

農山漁村での所得の向上や雇用の創出を図る。 

 

(2) 内容 

先進地視察研修やセミナー等を開催するとともに、県内の農泊推進団

体等の取組事例や課題を整理した報告書を作成する。 

 

(3) 予算額  907千円 
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【予算に関する説明書 24頁】 

 

38 里地里山での保全活動の推進について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  １項 農業費 

 

 ○新  里地里山保全等促進事業費 

 

(1) 目的 

里地里山の保全活動を行う団体の自主財源の確保や、活動参加者の増

加を図る。 

 

(2) 内容 

旅行業者等と連携し、里地里山の地域資源の発掘・磨き上げ、当該資

源を活用したモデルツアーを実施する。 

 

(3) 予算額  3,550千円 

  

一部
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【予算に関する説明書 24頁】 

 

39 スマート農業の試験研究について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  １項 農業費 

 

○新  試験研究費 

 

(1) 目的 

農作業の効率化による負担軽減や農業経営の安定化を実現する。 

 

(2) 内容 

新たにドローン等を活用した技術の開発等を行うとともに、スマート

農業技術の導入に関する研修会等を開催する。 

 

(3) 予算額  8,800千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 24頁】 

 

40 かながわ農業の担い手育成の推進について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  １項 農業費 

 

教育指導費 

 

(1) 目的 

地域農業の発展、振興に貢献することができる活力ある担い手を育成

する。 

 

(2) 内容 

寄附金を活用して、実習用機器を整備する。 

 

(3) 予算額  1,000千円 
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【予算に関する説明書 24頁】 

 

41 酪農業の構造転換を目指す新組織の制度設計について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  ２項 畜産業費 

 

○新  酪農活性化推進事業費 

 

(1) 目的 

後継者不足等による酪農家の廃業を食い止めるため、酪農家を目指す

高校生等の雇用の受け皿となる新たな組織を設立する。 

 

(2) 内容 

当該組織が展開する事業の制度設計を行うとともに、高校生等を対象

とした牧場での実践的な研修の受入体制を整備する。 

 

(3) 予算額  2,717千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 24～25頁】 

 

42 豚コレラの発生・拡大を予防する取組みについて【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  ２項 畜産業費 

 

○新   豚コレラ予防事業費 

 

(1) 目的 

豚コレラの発生を予防し、発生時における初動防疫体制を強化する。 

 

(2) 内容 

養豚場における野生イノシシ侵入防止のための防護柵の設置に対して

補助するとともに、家畜保健衛生所に必要な資機材を備蓄する。 

 

(3) 予算額  16,848千円 

 

 

○新   施設整備費 

 

(1) 目的 

畜産技術センターにおける豚コレラの発生を予防する。 

 

(2) 内容 

野生動物の侵入防止対策、飼養衛生管理体制を強化する。 

 

(3) 予算額  22,080千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 26頁】 

 

43 森林環境譲与税基金について【環境農政局関係】 

 

７款 農林水産業費  ４項 林業費 

 

○新  森林環境譲与税基金積立金 

 

(1) 目的 

市町村が行う森林の整備に関する施策等への支援を行う。 

 

(2) 内容 

森林環境譲与税の県譲与額を基金に積み立てる。 

 

(3) 予算額  97,350千円 

 

 

○新  森林環境譲与税基金事業費 

 

(1) 目的 

市町村が行う森林の整備に関する施策等への支援を行う。 

 

(2) 内容 

森林環境譲与税基金を活用して、市町村への人材・技術支援、市町村

のモデルとなる取組み、市町村が取り組みやすい環境の整備及び関係団

体との連携による支援を進める。 

 

(3) 予算額  97,350千円 
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【予算に関する説明書　35頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

227,405

44　令和元年度一般会計６月補正予算債務負担行為について【環境農政局関係】

ビジターセンター
指定管理費

227,405

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

227,405
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和６年度

特
定
財
源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳
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【議案（条例その他 その３）１頁 定県第56号議案】 

 

45 神奈川県森林環境譲与税基金条例の概要 

 

 (1) 制定の趣旨 

   森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成31年法律第３号。

以下「法」という。）の規定により国から譲与される森林環境譲与税を

積み立てる基金を設置するため、本条例を制定するものである。 

 

 (2) 制定の内容 

  ア 趣旨（第１条） 

    地方自治法の規定に基づき、神奈川県森林環境譲与税基金（以下

「基金」という。）の設置、管理及び処分に関し必要な事項を定める

ものとする。 

    イ 設置（第２条） 

法の規定により国から譲与される森林環境譲与税を積み立てるため、

基金を設置する。 

  ウ 積立額（第３条） 

基金に積み立てる額は、予算において定める額とする。 

  エ 運用（第４条） 

基金に属する現金は、最も確実かつ有利な金融機関への預金、有価

証券の保有その他の方法により運用するものとする。 

  オ 繰替運用（第５条） 

知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用

することができる。 

  カ 運用益金の処理（第６条） 

基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して基

金に編入するものとする。 

  キ 処分（第７条） 

基金は、市町村が実施する森林整備等に関する施策の支援など、法

第34条第２項に規定する施策に要する費用に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。 

  ク 委任（第８条） 

この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知

事が定める。 
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 (3) 施行期日 

   令和元年９月１日 
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【議案（条例その他 その３）41頁 定県第80号議案】 

 

46 秦野ビジターセンター及び西丹沢ビジターセンターの指定管理者の指定

の概要 

 

(1)  指定の趣旨 

神奈川県立のビジターセンター条例第３条の規定に基づき、指定管理

者を指定するものである。 

 

(2)  指定の内容 

ア  施設の名称        秦野ビジターセンター及び 

西丹沢ビジターセンター 

イ 指定管理者 

(ｱ)  名称         公益財団法人神奈川県公園協会 

(ｲ)  主たる事務所の所在地 横浜市中区扇町三丁目８番地８ 

ウ 指定期間          令和２年４月１日から 

令和７年３月31日まで 
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【議案（条例その他 その３）42頁 定県第81号議案】 

 

47 建設事業に対する市負担金の概要 

 

(1) 負担の趣旨 

県の行う建設事業で市を利するものについて、土地改良法第91条第６

項の規定に基づき、その受益の限度において経費の一部を負担させるも

のである。 

 

(2) 負担の内容 

県で実施する建設事業に要する経費の一部を、次の範囲内において負

担させるものとする。 

 

既定の負担額を変更するもの 

事   業   名 市 名 既 定 額 変 更 額 

  千円 千円

農 道 整 備 事 業 小 田 原 市 92,000 95,093 
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【予算に関する説明書 16・18～19頁】 

 

48 ＳＮＳを活用した相談事業について【福祉子どもみらい局関係】 

 

２款 総務費  11項 青少年費 

 

○新   ＳＮＳ子ども・若者相談事業費 

 

(1)  目的 

子ども・若者の悩みについて、県民が相談しやすい環境を整備するた

め、ＳＮＳを活用した相談を実施する。 

 

(2)  内容 

ＳＮＳを活用した子ども・若者相談を実施する。 

 

(3)  予算額    4,757千円 

 

 

４款 民生費  １項 社会福祉費 

  

ＳＮＳ女性相談事業費 

 

(1)  目的 

ＤＶ等について、県民が相談しやすい環境を整備するため、ＳＮＳを

活用した相談を実施する。 

 

(2)  内容 

ＳＮＳを活用したＤＶ等の相談を実施する。 

 

(3)  予算額    12,395千円 
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４款 民生費  ５項 児童福祉費 

  

  ＳＮＳ児童虐待防止相談事業費 

 

(1)  目的 

児童虐待について、県民が相談しやすい環境を整備するため、ＳＮＳ

を活用した相談を実施する。 

 

(2)  内容 

ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談を実施する。 

 

(3)  予算額    22,132千円 

 

 

  ＳＮＳ子どもの貧困対策相談事業費 

 

(1)  目的 

子どもの貧困について、県民が相談しやすい環境を整備するため、Ｓ

ＮＳを活用した相談を実施する。 

 

(2)  内容 

ＳＮＳを活用した子どもの貧困対策相談を実施する。 

 

(3)  予算額    15,428千円 
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【予算に関する説明書 18頁】 

 

49 地域福祉の推進について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  １項 社会福祉費 

 

○新   地域福祉推進事業費 

 

(1)  目的 

地域における福祉サービスの充実を図るため、小規模な社会福祉法人

等が連携し、法人間プラットフォームの設置や、地域貢献のための協働

事業の立ち上げ等を行う費用に対し補助する。 

 

(2)  内容 

小規模な社会福祉法人等が連携し、法人間プラットフォームの設置、

地域貢献のための協働事業の立ち上げ、福祉・介護人材の確保・定着の

ための取組みなどに対し補助する。 

 

(3)  予算額    20,000千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 18頁】 

 

50 人権課題への理解の増進について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  １項 社会福祉費 

 

○新   人権課題理解増進事業費 

 

(1)  目的 

誰もが自分らしく生きられる社会を実現するため、その第一弾として、

性的マイノリティ理解促進フォーラム及び横浜三塔レインボーライトアッ

プを開催する。 

 

(2)  内容 

性的マイノリティ理解促進フォーラム及び横浜三塔レインボーライト

アップを開催する。 

 

(3)  予算額    6,132千円 
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【予算に関する説明書 18頁】 

 

51 障がい児・者の地域生活を支える新たな取組みについて【福祉子どもみ

らい局関係】 

 

４款 民生費  ２項 障害福祉費 

 

○新   障害者総合支援法等施行事務費 

 

(1)  目的 

指定障害福祉サービス事業者等登録システムを改修し、消費税率引上

げに伴う報酬改定に対応するとともに、福祉・介護職員の処遇改善を図

るため、障害福祉サービス等事業者の取組みを促進する。 

 

(2)  内容 

ア 障害者総合支援法事業者登録システム改修事業費 

指定障害福祉サービス事業者登録システムについて、報酬改定に対

応するための改修を行う。 

イ 介護職員処遇改善加算取得促進事業費 

障害福祉サービス等事業者の福祉・介護職員処遇改善加算等の取得

促進に向けた制度説明会を開催する。 

 

(3)  予算額    27,827千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部
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○新   障害福祉地域サービス推進事業費 

 

(1)  目的 

障がい児・者の地域生活を支えるため、医療的ケアを必要とする児童

の通学を支援するとともに、重度障がい者の受入れを目指すグループホ

ームへの支援を行う。 

 

(2)  内容 

ア 障害者地域生活支援関連事業費補助（ケア付き通学支援対策事業） 

医療的ケア児の通学の際に、保護者に代わり看護師等を同行させて

通学支援を行う市町村に対し、その人件費の一部を補助する。 

イ グループホーム就業体験支援事業費補助 

グループホームの支援人材を確保するため、学生等の就業体験の受

入れに要する経費を補助する。 

ウ グループホーム支援員研修受講支援事業費補助 

グループホームの支援人材を確保するため、職員に研修を受講させ

る際の代替職員の配置に要する経費を補助する。 

 

(3)  予算額    4,247千円 

 

 

○新   障害福祉施設等地域サービス事業費 

 

(1)  目的 

支援困難ケースを抱える相談支援専門員への支援に取り組み、地域の

相談支援体制の強化、底上げを行う。 

 

(2)  内容 

相談支援体制を強化するため、相談支援専門員への支援困難事例に関

するコンサルテーションを継続的に実施し、支援困難事例への対応マニ

ュアルを作成する。 

 

(3)  予算額    2,045千円 

 

一部
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○新   障害福祉諸費 

 

(1)  目的 

障がい者が地域の一員として安心して生活できるよう、障がい者の社

会参加・外出を社会全体でサポートするための情報提供を行う。 

 

(2)  内容 

県のホームページで「かながわ障がい者社会参加サポートサイト（仮

称）」を作成し、施設等で実施する障がい者向けの配慮や割引などの優

待サービス情報を掲載する。 

 

(3)  予算額    810千円  

一部
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【予算に関する説明書 18頁】 

 

52 「ともに生きる社会かながわ憲章」の更なる普及について【福祉子ども

みらい局関係】 

 

４款 民生費  ２項 障害福祉費 

 

○新   ともに生きる社会推進事業費 

 

(1)  目的 

ともに生きる社会の実現に向け、「ともに生きる社会かながわ憲章」

の理念を継続的に発信し、県民に広く浸透させていく。 

 

(2)  内容 

「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念を県民により広く浸透させ

ていくため、従来の取組みだけでは届きにくかった若年層を主要なター

ゲットとし、ＳＮＳを活用した広報やキャンペーンを実施する。 

 

(3)  予算額    39,500千円 

 

 

 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 19頁】 

 

53 認知症の人への支援について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ３項 老人福祉費 

 

○新   ねたきり・認知症高齢者対策事業費 

 

(1)  目的 

若年性認知症の人が社会参加を継続していくための仕組みづくりの検

討を行うとともに、オレンジパートナーの活動と、地域における活動ニ

ーズをつなげる仕組みを構築する。 

 

(2)  内容 

ア 若年性認知症対策総合推進事業費 

若年性認知症の人を主体に、新たな居場所として認知症カフェや保

育所等を活用した交流の場を設置する。 

イ オレンジパートナー活動支援事業費 

オレンジパートナーをはじめとする認知症サポーターの活動の支援

や、活動のマッチングの仕組みづくりのため、コーディネーターを設

置して連絡会議やホームページ・ＳＮＳを活用した活動支援・普及啓

発等を行う。 

 

(3)  予算額    5,197千円 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 19頁】 

 

54 介護サービスの提供体制を確保する取組みについて【福祉子どもみらい

局関係】 

 

４款 民生費  ３項 老人福祉費 

 

  民間老人福祉施設整備費補助 

 

(1)  目的 

災害時における高齢者施設の機能を維持するため、非常用自家発電設

備の整備及びブロック塀の改修を行う。  

 

(2)  内容 

高齢者施設の非常用自家発電設備の整備及びブロック塀改修費用に対

して補助を行う。 

 

(3)  予算額    10,908千円 

 

 

○新   老人福祉諸費 

 

(1)  目的 

大型汎用コンピュータの廃止に伴い、システムで運用していた高齢者

居室整備システムを引き継ぐシステムを開発する。  

 

(2)  内容 

高齢者にとって住みよい住環境の整備を促進するために貸し付けた高

齢者向け居室・住宅整備の改造資金の収入未済債権の償還に係るシステ

ムを開発する。 

 

(3)  予算額    1,500千円 

 

 

 

 

一部
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介護保険事業者指定・指導監査等事業費 

 

(1)  目的 

介護保険の被保険者への介護サービスの提供及び事業者への介護報酬

の支払が適正に行われるよう、介護サービス事業者の人員、設備、運営

及び介護報酬の算定に係る体制等の情報を管理するシステムを改修する。 

 

(2)  内容 

令和元年度介護報酬改定に伴い、介護保険指定機関等管理システムの

改修を行う。 

 

(3)  予算額   8,640千円 
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【予算に関する説明書 19～20頁】 

 

55 子ども・子育てへの支援について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ５項 児童福祉費 

 

○新   保育対策推進事業費 

 

(1)  目的 

認定こども園への移行を促すため、検討する幼稚園に対して、課題と

なる事由を診断し、課題解決への相談・助言を行う。 

 

(2)  内容 

認定こども園への移行を検討する幼稚園に対して、必要な相談・助言

を行う。 

 

(3)  予算額    2,000千円 

 

 

○新   保育士確保推進事業費 

 

(1)  目的 

養成施設卒業者の県内保育所等への就職率を上げるため、養成施設の

学生に就職活動に役立つ機会を提供し、新規保育士の確保を促進する。 

 

(2)  内容 

養成施設の学生を対象として就職相談会を開催し、就職までのきめ細

かいサポートを提供する。 

 

(3)  予算額    6,184千円 
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【予算に関する説明書 19～20頁】 

 

56 支援を必要とする子ども・家庭への取組みについて【福祉子どもみらい

局関係】 

 

４款 民生費  ５項 児童福祉費 

 

○新   児童養護施設退所児童等支援事業費 

 

(1)  目的 

里親委託や児童養護施設等に入所していた者で措置解除後も自立困難な

者を支援するため、自立支援コーディネーターを配置し、必要な支援を行

う。 

 

(2)  内容 

自立支援コーディネーターを配置し、関係機関等と協働して継続支援

計画を作成、支援する。 

 

(3)  予算額    2,251千円 

 

 

○新   児童扶養手当給付費 

 

(1)  目的 

未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金を支給するに当た

り、県が実施する給付事業に係る事務費のほか、給付事業を実施する町村

に対して給付に係る事務費を補助する。 

 

(2)  内容 

未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金の認定、支給に

係る事務の推進及び町村の事務処理に要する費用を補助する。 

 

(3)  予算額    752千円 

  

一部
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○新   県立児童福祉施設維持運営費 

 

(1)  目的 

おおいそ学園の業務を円滑に進めるため、老朽化した電話交換設備を

更新する。 

 

(2)  内容 

老朽化した電話交換設備を更新する。  

 

(3)  予算額    7,119千円 

  

一部
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【予算に関する説明書 19頁】 

 

57 高校生世代の自立支援について【福祉子どもみらい局関係】 

 

４款 民生費  ５項 児童福祉費 

 

○新   高校生世代自立支援事業費 

 

(1)  目的 

子どもの貧困の連鎖を防ぐため、高校中途退学者等の進路決定を総合

的に支援し、教育・就労状況の改善を図る。 

 

(2)  内容 

高校中途退学者等の進路に係る意思決定を支援する相談窓口を開設す

るなど、進路の決定支援を行う。 

 

(3)  予算額    6,348千円 
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【予算に関する説明書 21頁】 

 

58 健康長寿社会実現に向けた未病改善の取組みについて【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新   未病改善プロモーション事業費 

 

(1)  目的 

健康とは直接関係のない視点からアプローチし、健康に無関心・無行

動な方の主体的な未病改善の取組みにつなげる。 

 

(2)  内容 

健康に無関心・無行動な方が主体的に未病改善に取り組めるよう、デ

ザインやコピーライティング等を活用し、人々の健康行動の変容につな

げる「広告医学」の考え方を用いたプロモーションを展開する。 

 

(3)  予算額    29,293千円 
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【予算に関する説明書 21頁】 

 

59 感染症対策について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新   感染症対策費 

 

(1)  目的 

令和元年８月31日、９月１日に横浜市で開催される「第６回日経アジ

ア・アフリカ感染症会議」に参画することで、本県の感染症対策の取組

みを広く世界に発信し、同分野の産官学連携の推進に寄与するとともに、

国内外の取組みとの連携強化を図る。 

 

(2)  内容 

 「第６回日経アジア・アフリカ感染症会議」開催に係る負担金を支払

う。 

 

(3)  予算額    6,000千円 

 

 

 

  

一部
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【予算に関する説明書 21頁】 

 

60 旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に

ついて【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新   旧優生保護法一時金受付・相談事業費 

 

(1)  目的 

国が旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた対象者に一時金を支給

するための事務手続き等を行う。 

 

(2)  内容 

支給に係る申請・相談窓口を設置するなどの体制整備や、周知・広報

などの事務を行う。 

 

(3)  予算額    9,162千円 
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【予算に関する説明書 21頁】 

 

61 がん対策の推進について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

○新   妊孕性温存治療費補助 

 

(1)  目的   

将来子どもを持つことを望むがん患者が、安心して治療を受けられる

よう、患者の経済的負担を軽減する。 

 

(2)  内容 

がん治療に伴い低下するおそれのある、妊孕性（生殖機能）の温存に

係る治療費用を補助する。 

 

(3)  予算額    5,750千円 

 

 

○新   がん専門相談事業費 

 

(1)  目的   

乳がん・子宮がん患者の心理的負担を緩和し、治療への意欲を向上さ

せるとともに、円滑な日常生活を支援する。 

 

(2)  内容 

女性の臨床心理士をがん診療連携拠点病院等に派遣して、カウンセリ

ングを行う。 

 

(3)  予算額    1,516千円 
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【予算に関する説明書 22頁】 

 

62 衛生研究所における研究調査について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  １項 公衆衛生費 

 

      研究調査費 

 

(1)  目的 

 地域保健における科学的・技術的な中核機関として、衛生行政に必要

な研究調査を行う。 

 

(2)  内容 

 総務省からの受託研究について、研究費用の増額が見込まれることか

ら、増額分の研究費用について執行体制を整える。 

 

(3)  予算額    16,530千円 
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【予算に関する説明書 22頁】 

 

63 動物愛護管理の推進について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  ２項 環境衛生費 

 

      動物保護対策費 

 

(1)  目的 

動物愛護センターに保護された動物のいのちを守り、譲渡につなげる

取組みの充実を図る。 

 

(2)  内容 

 かながわペットのいのち基金を活用して、ＩＣＵシステムの購入、犬

の長期訓練・馴化を行うとともに、トレーラーハウスを活用した猫の譲

渡会を開催する。 

 

(3)  予算額    10,000千円 
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【予算に関する説明書 22頁】 

 

64 保健福祉事務所における設備整備について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  ３項 保健所費 

 

      設備整備費 

 

(1)  目的 

 保健福祉事務所の電話交換機を更新し、円滑な業務運営を図る。 

 

(2)  内容 

 平塚保健福祉事務所の老朽化した電話交換機を更新する。 

 

(3)  予算額    10,436千円 
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【予算に関する説明書 23頁】 

 

65 救急医療体制の構築について【健康医療局関係】 

 

５款 衛生費  ４項 医薬費 

 

○新   救急医療体制策定費 

 

(1)  目的 

在宅高齢者の救急搬送件数の増加等による搬送体制の課題や、早期治

療が予後に大きく影響する循環器疾患に係る救急医療の課題を解決する

ため、救急医療体制の構築に向けた検討を行う。 

 

(2)  内容 

ア 在宅高齢者等救急医療体制構築推進費 

地域の医療従事者や有識者等による検討会を設置し、在宅高齢者等

の救急搬送体制に係る課題を解決するための効果的な方策について調

査・検討する。 

イ 循環器疾患救急対策推進事業費 

  専門医や有識者によるワーキンググループを設置し、現状の診断・

治療体制における課題の抽出や、新たな技術の活用も含めた、今後の

体制づくり等を検討する。 

 

(3)  予算額    4,386千円 

 

一部
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【議案（条例その他 その３）27～28頁 定県第67号議案】 

 

66 神奈川県地域医療医師修学資金貸付条例の一部を改正する等の条例の概

要 

 

(1)  改正の趣旨 

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行等に伴い、修学資金の

貸付けに関し、キャリア形成プログラムの選択を要件に追加するなど、

所要の改正を行うものである。 

 

(2)  改正の内容 

ア  キャリア形成プログラムの適用 

医師修学資金の貸付を受ける者は、県内就業が義務付けられた期間

中、医師不足地域等での勤務を含む、県が定めたキャリア形成プログ

ラム（※）を適用することを原則とする（条例第２条、第３条、第８

条及び第10条関係）。 

 ※ 地域における医師不足や地域偏在の解消と、医師能力の開発・向

上の両立を目的に、県内就業を義務付ける期間において就業先とな

る医療機関のリストと、その医療機関で修得可能な知識・技術等に

ついて、診療科ごとに様々なコースを示した医師の就業プログラム。 

イ 県内就業を義務付ける期間（義務年限）の見直し 

医師修学資金の貸付を受ける者には、２年間の臨床研修後、９年間

の県内就業を義務付けているが、県内定着率を高める観点から、臨床

研修を含む９年間の県内就業を義務付ける（第10条関係）。 

ウ 指定診療科の見直し 

   対象大学間で一部異なっていた指定診療科を統一するとともに、新

たな診療領域（科）である総合診療を担う科を加え、産科、小児科、

外科、麻酔科、内科、救急科、総合診療を担う科の７診療科を指定診

療科とする（第２条関係）。 

エ 神奈川県産科等医師修学資金貸付条例の廃止 

神奈川県産科等医師修学資金貸付条例を廃止し、神奈川県地域医療

医師修学資金貸付条例へ統合する。 

 

(3)  施行期日 

公布の日 
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【議案（条例その他 その３）35頁 定県第74号議案】 

 

67 動産の取得の内容 

 

(1) 品目及び数量  イナビル吸入粉末剤20mg 行政備蓄用 

        136,533箱 

 

(2) 契 約 者 名  第一三共株式会社 

            代表取締役社長 眞 鍋   淳 

 

(3) 契 約 金 額  ２億3,209万5,177円 

 

(4) 納 入 期 限  令和元年９月30日 

 

(5) 契約の方法  随意契約 

 

(6) 随意契約理由  第一三共株式会社は、抗インフルエンザウイルス薬

「イナビル」の創製・開発、製造販売承認を取得し、

通常流通用イナビルとは別に、新型インフルエンザ対

策に係る抗インフルエンザウイルス薬の確保用として、

価格を低く設定し、国及び都道府県に直接販売する行

政備蓄用イナビルを製造販売している。 

本件は、特定の物品を購入するものであり、かつ 

当該物品の調達相手方は、第一三共株式会社に特定さ

れるものであるため、地方公共団体の物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第１

号に基づき、第一三共株式会社との随意契約により物

品購入契約をすることとしたものである。 
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【議案（条例その他 その３）36頁 定県第75号議案】 

 

68 動産の取得の内容 

 

(1) 品目及び数量  タミフルカプセル75 100カプセル（ＰＴＰ）備蓄用   

10,868箱 

 

(2) 契 約 者 名  中外製薬株式会社 

            営業本部長 佐 藤 綱 則 

 

(3) 契 約 金 額  ２億478万5,724円 

 

(4) 納 入 期 限  令和２年１月31日 

 

(5) 契約の方法  随意契約 

 

(6) 随意契約理由  中外製薬株式会社は、抗インフルエンザウイルス薬

「タミフルカプセル」の製造・販売に係る独占的ライ

センスを持っており、通常流通用タミフルカプセルと

は別に、新型インフルエンザ対策に係る抗インフルエ

ンザウイルス薬の確保用として、価格を低く設定し、

国及び都道府県に直接販売する行政備蓄用タミフルカ

プセルを製造販売している。 

           本件は、特定の物品を購入するものであり、かつ当

該物品の調達相手方は、中外製薬株式会社に特定され

るものであるため、地方公共団体の物品等又は特定役

務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第１号

に基づき、中外製薬株式会社との随意契約により物品

購入契約をすることとしたものである。 
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【議案（条例その他 その３）43頁 定県第82号議案】 

 

69 地方独立行政法人神奈川県立病院機構中期目標の変更の概要 

 

 (1) 変更の趣旨 

   神奈川県立こども医療センター（以下「こども医療センター」とい

う。）におけるＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等の増床に伴い、地方独

立行政法人神奈川県立病院機構中期目標に定める病床数の変更を行うも

のである。 

 

 (2) 変更の内容 

こども医療センターの病床数を「419」から「430」に変更する。（第

２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事

項の８ 各病院の主な機能の(6) 各病院の病床数についての表関係） 

  

(3) 変更期日 

   令和元年９月１日 

- 78 -



【予算に関する説明書 28頁】 

 

70 中小企業・小規模企業経営の未病改善の推進について【産業労働局関係】 

 

８款 商工費  １項 商工総務費 

 

○新  神奈川産業振興センター事業費補助 

 

(1) 目的 

中小企業・小規模企業の持続的発展を図るため、（公財）神奈川産業

振興センターが行う企業経営の未病改善を支援する事業に対して補助す

る。 

 

 (2) 内容 

企業経営の未病相談ダイヤルとして、中小企業・小規模企業向け専用

相談窓口を設置、運営するとともに、未病改善のための専門家派遣や

「企業経営の未病ＣＨＥＣＫシート」のアプリ化、データベースの構築

を行う。 

 

(3) 予算額  38,003千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部
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中小企業・小規模企業振興事業費 

 

(1) 目的 

中小企業・小規模企業の持続的発展を図るため、県が作成した「企業

経営の未病ＣＨＥＣＫシート」を商工会・商工会議所等の支援機関を通

じて配布するほか、小規模事業者が販路開拓等に取り組む費用の一部を

補助する。 

  

(2) 内容 

商工会・商工会議所の経営指導員や小規模企業サポーターなどが中小

企業・小規模企業に巡回訪問する際に「企業経営の未病ＣＨＥＣＫシー

ト」を配布し、中小企業・小規模企業が、経営状況の下降前にその兆し

に気づき、早期に必要な措置を講じられるよう促す。 

また、シートによるチェック結果をもとに、小規模事業者が商工会・

商工会議所と一体となって経営計画を作成し、販路開拓等の企業経営の

未病改善に取り組む費用の一部を補助する。 

   

(3) 予算額  49,219千円 
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８款 商工費  ３項 商工金融費 

 

○新   信用保証協会補助金 

 

(1) 目的 

企業経営の未病改善に取り組む中小企業・小規模企業に対する信用保

証料を引き下げ、企業経営の未病改善を金融面から後押しする。 

 

(2) 内容 

「企業経営の未病ＣＨＥＣＫシート」のチェック結果をもとに、商工

会・商工会議所等の支援を受けながら企業経営の未病改善に取り組む中

小企業・小規模企業に対して信用保証料の補助を拡充することで、信用

保証料を引き下げる。 

 

(3) 予算額  14,772千円 

 

一部
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【予算に関する説明書 28頁】 

 

71 工芸品産業の担い手育成について【産業労働局関係】 

 

８款 商工費  １項 商工総務費 

 

工芸産業振興費 

 

(1) 目的 

地域に根差した工芸品産業の技術・技能を次代に継承するため、若手

技術者を支援する取組みにより、工芸品産業を担う人材を育成する。 

 

 (2) 内容 

   伝統工芸品産業に携わり活躍したい若手技術者に対し、市場に受け入

れられる商品づくりの支援や設備の貸出しを行う。 

 

(3) 予算額  6,120千円 
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【予算に関する説明書 28頁】 

 

72 ベンチャー創出・育成拠点の設置によるイノベーションの促進について 

【産業労働局関係】 
 

８款 商工費  １項 商工総務費 

 

○新  ベンチャー創出育成促進事業費 

 

(1) 目的 

県経済を牽引するベンチャー企業の創出を促進するため、起業準備者   

をベンチャー企業へと育てていくための拠点と、成長期のベンチャー企 

業と県内企業が協業に取り組むことができる拠点を整備し、それぞれの

拠点において支援プログラムを実施する。 

 

 (2) 内容 

   次世代のベンチャー企業の担い手を育成するため、若年層の起業準備

者とベンチャー企業等との交流機会を提供する拠点を整備し、ベンチャー

企業の実務に触れる機会等を提供するとともにイベントを開催する。 

また、ベンチャー企業の成長を加速させるため、県内企業との日常的

な交流を通じた業務提携機会を創出する拠点を整備し、研究会や業務提

携案件の個別支援等を実施する。 

 

(3) 予算額  125,041千円 
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【予算に関する説明書 28頁】 

 

73 かながわスマートエネルギー計画の推進について【産業労働局関係】 

 

８款 商工費  １項 商工総務費 

 

○新  かながわスマートエネルギー計画推進事業費 

 

(1) 目的 

かながわスマートエネルギー計画を推進するため、防災拠点や避難所

等に位置付けられた県有施設への太陽光発電設備等の導入を加速すると

ともに、共同住宅への太陽光発電設備の導入や、燃料電池フォークリフ

ト用の水素供給設備の整備に対して補助を行う。 

  

(2) 内容 

   非常用電源としても活用できる自家消費型の太陽光発電設備及び蓄電

システムについて、防災拠点や避難所等として位置付けられた県有施設

に導入するとともに、共同住宅の設備導入に対する補助制度を創設する。 

また、産業用車両への水素エネルギーの導入を促進するため、事業 

所における燃料電池フォークリフト用の水素供給設備の導入に対して補

助する。 

 

(3) 予算額  100,000千円 
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【議案（条例その他 その３）29頁 定県第68号議案】 

 

74 職業能力開発促進法施行条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、技能検

定試験手数料の額を改定するため、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

   政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、技能検定試

験に係る実技試験の手数料の額を改定する。（別表第２関係） 

 

(3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

この条例の施行の際現に申請書を受理しているものに係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 
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75　令和元年度６月補正予算公共事業等の内容【県土整備局関係】

（単位　千円、％）

Ａ Ｂ Ｃ

　

【予算に関する説明書　29～30頁】

【予算に関する説明書　30頁】

【予算に関する説明書　31頁】

【予算に関する説明書　31頁】

区 分

24,797,257    

令 和 元 年 度

道 路 橋 り よ う

92.4

104.1

100.0

131.4

119.1

146.3

17,955,222    

7,721,917     

151.6

予算額比

105.6

100.7

26,534,502    

104.5

111.0

元年度／30年度
６月現計

12,795,788    

1,400,334     100,000       

5,159,434     

1,574,304     

4,494,322     

1,500,334     

1,737,245     

当初予算額 ６月補正予算額

13,667,087    

83,127,510    

3,433,801     

7,551,187     

1,555,304     

5,043,186     

170,730       

4,360,323     －            

19,000        

880,008       

1,609,385     

4,360,323     

276,313       

－            

－            

13,667,087    

23,342,889    

3,614,314     

○　砂防施設の整備

118.1

○　港湾の整備

88,360,964    65,018,075    

（事業内容）

　　県道42号（藤沢座間厚木）（座間市～厚木市）など56箇所

23,342,889    県 土 整 備 局 計

　　引地川（藤沢市）など19箇所

　　粟田２丁目Ｆ（横須賀市）など７箇所

　　湘南港（藤沢市）

○　道路橋りようの整備

○　河川海岸の整備

5,233,454     

河 川 海 岸

砂 防

都 市 公 園

港 湾

113.4

６月現計予算額

－            

市 街 地 再 開 発 等

公 営 住 宅

災 害 復 旧

国直轄事業負担金

流域下水道事業会計 5,233,454     

276,313       

59,784,621    一 般 会 計 計

鉄 道
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【予算に関する説明書　32頁】

【予算に関する説明書　31頁】

【予算に関する説明書　32頁】

【予算に関する説明書　29～30頁】
　　国が直轄事業として実施する横浜湘南道路の整備、多摩川の改修工
　事及び西湘海岸の保全等に要する経費の一部を負担する。

○　国直轄事業負担金

　　相模三川公園（海老名市）など２箇所

○　市街地再開発等への補助
　　小杉町３丁目東地区（川崎市）など６箇所

　　有馬団地（川崎市）など４箇所

○　都市公園の整備

○　公営住宅の整備
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【予算に関する説明書 29頁】 

 

76 津久井合同庁舎新築工事の推進について【県土整備局関係】 

 

９款 土木費  １項 土木管理費 

 

   津久井合同庁舎新築工事推進費 

 

(1) 目的 

   現在、実施している津久井合同庁舎新築工事に伴い、完成後に必要な

備品の購入等を行う。 

 

(2) 内容 

   津久井合同庁舎の新庁舎完成後、令和元年度末の供用開始に向けて、

新庁舎に必要な備品の購入や、既存の庁舎から必要な物品の移設等を行

う。 

 

(3) 予算額   95,256千円 
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【予算に関する説明書 32頁】 

 

77 境川遊水地公園指定管理費について【県土整備局関係】 

 

９款 土木費  ７項 都市計画費 

 

   公園緑地等指定管理費 

 

(1) 目的 

   県民に親しまれる魅力ある公園を実現するため、指定管理者が管理す

る県立都市公園で、新たに区域を拡大する公園施設の適切な維持管理を

行う。 

 

(2) 内容 

   境川遊水地公園において、今田遊水地を新たに開園するとともに、施

設の維持管理を行う。 

   （現基本協定に定める年割額からの変更点：今田遊水地の開園に伴う

指定管理区域の増 年額＋46,746千円（令和元年度は年額＋22,152千

円）、影響する年度 令和元年度～令和３年度） 

 

(3) 予算額   22,152千円 

 

- 89 -



 【予算に関する説明書　36～37頁】

（追　　加）

事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 50,000

そ の 他 －

－

国庫支出金 142,500

県 債 484,000

そ の 他 －

48,500

国庫支出金 25,000

県 債 67,000

そ の 他 －

8,000

国庫支出金 －

県 債 90,000

そ の 他 －

10,000

国庫支出金 695,000

県 債 1,118,000

そ の 他 －

147,000

国庫支出金 －

県 債 40,000

そ の 他 －

4,500

78　令和元年度一般会計６月補正予算債務負担行為について【県土整備局関係】

道路災害防除事業
費

50,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度

特
定
財
源

50,000
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳

防災砂防事業費 44,500

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
44,500

一般財源

橋りよう補修費 675,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
675,000

一般財源

河川改修事業費 1,960,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
1,960,000

一般財源

街路整備費 100,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
100,000

一般財源

道路改良費 100,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
100,000

一般財源
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事 項 限 度 額 区 分 期 間 金 額 左 の 財 源 内 訳

千円 千円 千円

国庫支出金 75,000

県 債 67,000

そ の 他 －

8,000

国庫支出金 79,200

県 債 209,000

そ の 他 52,600

10,200

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

250,000

国庫支出金 53,333

県 債 95,000

そ の 他 －

11,667

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

115,644

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和３年度
115,644

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
160,000

都市公園指定管理
費

115,644

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

一般財源

港湾改修費 160,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

一般財源

地すべり対策事業
費

150,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
150,000

一般財源

港湾補修費 250,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
250,000

一般財源

急傾斜地崩壊対策
事業費

351,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和元年度
～

令和２年度
351,000

一般財源
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【議案（条例その他 その３）30頁 定県第69号議案】 

 

79 神奈川県建築士法関係手数料条例の一部を改正する条例の概要 

 

(1) 改正の趣旨 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、二級建

築士又は木造建築士の免許手数料等の額を改定するため、所要の改正を

行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

   政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、二級建築士

又は木造建築士の免許手数料及び二級建築士試験又は木造建築士試験の

受験手数料の額を改定する。（別表関係） 

 

 (3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

この条例の施行の際現に申請書等を受理しているものに係る手数料

については、なお従前の例による。 
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【予算に関する説明書 33頁】 

 

80 高等学校段階の入院生徒に対する教育保障体制整備に係る調査研究につ

いて【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  １項 教育総務費 

 

指導研究調査諸費 

 

 (1) 目的 

   県立高校及び中等教育学校後期課程に在籍する入院生徒に対する学習

支援として、新たにＩＣＴを活用した遠隔授業に係る研究を行うなど、

生徒一人ひとりの実情に応じた学習支援の実施をめざす。 

 

 (2) 内容 

国の委託事業を活用し、ＩＣＴを活用した遠隔授業や単位認定、進

級・卒業に向けた支援等に係る研究を行う。 

 

 (3) 予算額  3,492千円 
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【予算に関する説明書 33頁】 

 

81 特別支援学校における警備員の配置について【教育委員会関係】 

 

11款 教育費  ５項 特別支援学校費 

 

維持運営費 

 

 (1) 目的 

   「ともに生きる」地域社会を実現するため、県立特別支援学校の施設

開放を拡充する。 

 

 (2) 内容 

   県立特別支援学校の施設管理を行う非常勤職員（学校警備員）を配置

する。 

 

 (3) 予算額  21,721千円 
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【予算に関する説明書 33頁】 

 

82 社会教育施設等の長寿命化・収蔵のための総合的対策について【教育委

員会関係】 

 

11款 教育費  ６項 社会教育費 

 

○新   社会教育施設等長寿命化・収蔵総合対策費 

 

 (1) 目的 

   収蔵品の適切な保存・管理のための、収蔵施設の確保対策を含めた県

立社会教育施設等に係る長寿命化対策に必要な調査を行う。 

 

 (2) 内容 

   今後30年間程度を想定した収蔵スペースの確保のための整備構想を策

定するため、「資料保存」の専門家による調査を行うとともに、各施設

の老朽化状況を踏まえ、予防保全の観点から、長寿命化対策に必要な

「建築」や「設備」の専門家による調査を行う。 

 

 (3) 予算額  19,543千円 
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【議案（条例その他 その３）33頁 定県第72号議案】 

 

83 体育センター等の特定事業契約の変更の内容 

 

(1) 変更の理由 

体育センター等については、平成29年７月６日付けで県と神奈川スポ

ーツコミュニケーションズ株式会社との間で締結した特定事業契約に基

づき、建物等の設計及び建設並びに県が取得する建物等の維持管理及び

運営支援等を実施している。 

事業者から、特定事業契約に基づく建設費用の物価変動による改定の

請求があったため、建設費用の改定を行うとともに、消費税率の引上げ

に伴い、契約金額を変更する必要があることから、変更契約を締結する。 

 

(2) 変更の内容 

ア 原契約金額   215億4,211万6,104円 

イ 変更契約金額  221億7,927万2,808円 

（6億3,715万6,704円の増） 

ウ 変更となる金額の内訳 

(ｱ)  建設費用の物価変動によるもの 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)  消費税率の引上げによるもの 

 

 

 

項 目 金額（税抜） 

施設整備業務費総額（平成29年度から令和２年度） 15,002,684,300円

増額する施設整備業務費 

〔内訳〕第２ｱﾘｰﾅ・ﾌﾟｰﾙ棟、宿泊棟、ﾃﾆｽｺｰﾄ､ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ 

300,659,749円 

本館棟               188,687,809円 

489,347,558円

計 15,492,031,858円

項 目 金額（消費税） 

消費税総額（平成29年度から令和16年度） 1,595,712,304円

増額する消費税 

〔内訳〕施設整備業務費            48,934,756円 

開業準備業務費            1,227,400円 

維持管理業務費            56,231,990円 

運営支援業務費            36,999,000円 

ＳＰＣ運営経費            4,416,000円 

147,809,146円

計 1,743,521,450円

- 96 -



 

 

【議案（条例その他 その３）32頁 定県第71号議案】 

 

84 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改

正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、特定遊

興飲食店営業相続承認申請手数料等の額を改定するため、所要の改正を

行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

政令に規定されている手数料の標準額の見直しを踏まえ、特定遊興飲

食店営業の相続、合併及び分割の承認申請手数料の額を改定する。 

（別表第５関係） 

 

 (3) 施行期日及び経過措置 

  ア 施行期日 

    令和元年10月１日 

  イ 経過措置 

    この条例の施行の際現に申請書を受理しているものに係る手数料に

ついては、なお従前の例による。 
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【議案（条例その他 その３）34頁 定県第73号議案】 

 

85 自動車運転免許試験場整備等事業の特定事業契約の変更の内容 

 

(1)  変更の理由 

自動車運転免許試験場については、平成27年７月13日付けで県と神奈

川ＤＬＣパートナーズ株式会社との間で締結した特定事業契約に基づき、

建物等の設計、建設及び既存施設の除却並びに県が取得した建物等の維

持管理及び運営支援を実施している。 

消費税率の引上げに伴い契約金額を変更する必要があることから、変

更契約を締結する。 

 

(2)  変更の内容 

  ア 原契約金額   196億2,180万7,363円 

  イ 変更契約金額  196億9,963万4,479円 

            （7,782万7,116円の増） 

ウ 変更となる金額の内訳（税込） 

(ｱ)  施設整備費 

 

 

 

 

(ｲ)  維持管理業務及び運営支援業務費 

 

 

 

 

項 目 金 額 

施設整備費総額（平成28年度から令和３年度） 13,219,781,849円

増減なし －

計 13,219,781,849円

項 目 金 額 

維持管理業務及び運営支援業務費総額 

（平成30年度から令和19年度） 

6,402,025,514円

うち増額する維持管理業務及び運営支援業務費 

〔内訳〕消費税率の引上げ           77,827,116円 
77,827,116円

計 6,479,852,630円
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【議案（条例その他 その３）31頁 定県第70号議案】 

 

86 神奈川県県営上水道条例の一部を改正する条例の概要 

 

（1） 改正の趣旨 

水道法の一部改正等に伴い、指定給水装置工事事業者の指定の更新等

に関し、所要の改正を行うものである。 

 

(2)  改正の内容 

ア 指定を受けた者に対し指定票の交付を行う規定について、更新を受

けた者を追加する。（第11条第１項関係） 

イ 指定の申請の事務に要する経費を手数料として徴収することについ

て、更新申請に係る手数料を追加する。（第48条第１項関係） 

ウ その他所要の規定の整備を行う。（第16条の２及び第50条関係） 

 

(3)  施行期日 

      令和元年10月１日 

- 99 -




